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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

また、当第１四半期連結会計期間より、新たに設立したOBARA TECNOLOGIAS E PRODUTOS DE SOLDAGEM LTDA.を連結

の範囲に含めております。 

  

回次 
第56期 

第１四半期 
連結累計期間 

第57期 
第１四半期 
連結累計期間 

第56期 

会計期間 
自  平成25年10月１日
至  平成25年12月31日

自  平成26年10月１日 
至  平成26年12月31日 

自  平成25年10月１日
至  平成26年９月30日

売上高 (百万円) 11,193 12,258 47,761 

経常利益 (百万円) 2,420 2,736 9,656 

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,510 1,482 6,186 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,408 3,847 9,224 

純資産額 (百万円) 35,250 42,844 40,168 

総資産額 (百万円) 54,030 67,507 60,388 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 77.76 76.81 319.67 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 61.7 59.9 62.6 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、新たに締結又は変更、解約した経営上の重要な契約等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1)経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間（平成26年10月１日～平成26年12月31日）における世界経済は、米国において景気回

復の動きが持続したものの、アジア地域を始めとする新興国の経済成長の鈍化や欧州地域の不透明な景況感の継続

などから、全体として低成長で推移しました。 

 我が国経済につきましては、消費動向に弱さは残るものの、生産活動の持ち直しが見られるなど、緩やかな景気

回復が続きました。 

 このような状況の下、当社グループと深く関わる自動車業界につきましては、中国を中心としたアジア地域と米

州地域での自動車需要の拡大を背景として設備増強が行われるとともに、生産活動についても活発な動きが見られ

ました。一方、同じく当社グループと深く関わるエレクトロニクス業界では、総体的に設備投資及び生産活動の緩

やかな回復が見られました。 

 当社グループは、このような経営環境に対応するため、各市場動向に応じ、設備品及び消耗品の拡販に努め、ロ

ーカルニーズに対応した製品投入を進めるとともに、技術革新・次世代装置などの高付加価値製品の開発にも注力

してまいりました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高122億58百万円(前年同期比9.5％増)、営業利益24億46

百万円(前年同期比23.4％増)、経常利益27億36百万円(前年同期比13.0％増)、四半期純利益は14億82百万円(前年同

期比1.9％減)となりました。 

  
セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  
①溶接機器関連事業 

溶接機器関連事業につきましては、取引先である日系・欧米系・アジア系自動車メーカーにおいて、中国を中心

としたアジア地域や米州地域などで積極的な増産投資が行われ、世界各地域の自動車生産は高水準となりました。

このような環境の下、当部門として設備品及び消耗品の拡販を図ったものの、業績は堅調推移ながら前年同期を下

回りました。 

この結果、部門売上高は89億18百万円(前年同期比0.1％減)、部門営業利益は19億87百万円(前年同期比6.9％減)

となりました。 

  
②平面研磨装置関連事業 

平面研磨装置関連事業につきましては、スマートフォンなど主要エレクトロニクス製品の堅調な販売動向などを

受け、取引先であるエレクトロニクス関連素材においても、設備投資及び生産活動に緩やかな回復が見られまし

た。このような環境の下、当部門として顧客要求に適合した販売深耕を各業界へ努めたことなどにより、業績は好

調に推移しました。 

この結果、部門売上高は33億43百万円(前年同期比47.3％増)、部門営業利益は５億45百万円(前年同期は46百万円

の部門営業利益）となりました。 
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(2)財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は675億７百万円と、前連結会計年度末に比べて71億19百万円増加し

ました。現金及び預金が16億２百万円、受取手形及び売掛金が１億76百万円、有価証券が14億13百万円、棚卸資産

が31億40百万円、その他流動資産が４億25百万円増加したことなどによります。 

負債は246億63百万円と、前連結会計年度末に比べて44億42百万円増加しました。支払手形及び買掛金が23億77百

万円、未払法人税等が３億76百万円、前受金が10億66百万円、その他流動負債が５億81百万円増加したことなどに

よります。 

純資産は428億44百万円と、前連結会計年度末に比べて26億76百万円増加しました。利益剰余金が５億17百万円、

円安により為替換算調整勘定が20億49百万円増加したことなどによります。 

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

  

(4)研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億90百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 38,000,000 

計 38,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 20,869,380 20,869,380 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株であります。 

計 20,869,380 20,869,380 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成26年12月31日 ― 20,869,380 ― 1,925 ― 2,370 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成26年９月30日現在 

(注) １ 「単元未満株式」には、自己株式78株を含めて表記しております。 

２ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式   

1,569,200 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式  

19,253,000 
192,530 ― 

単元未満株式 
普通株式  

47,180 
― ― 

発行済株式総数 20,869,380 ― ― 

総株主の議決権 ― 192,530 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)  
 OBARA GROUP㈱ 

神奈川県大和市中央林間 
３丁目２番10号 

1,569,200 ― 1,569,200 7.51 

計 ― 1,569,200 ― 1,569,200 7.51 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年10月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年９月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 20,440 22,042 

    受取手形及び売掛金 16,540 ※２  16,716 

    有価証券 124 1,538 

    商品及び製品 6,767 8,014 

    仕掛品 1,775 2,649 

    原材料及び貯蔵品 2,927 3,946 

    その他 1,537 1,963 

    貸倒引当金 △478 △525 

    流動資産合計 49,634 56,345 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 3,472 3,554 

      土地 3,058 3,162 

      その他（純額） 1,405 1,577 

      有形固定資産合計 7,936 8,294 

    無形固定資産     

      のれん 293 288 

      その他 605 652 

      無形固定資産合計 899 940 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,181 1,246 

      その他 787 733 

      貸倒引当金 △51 △51 

      投資その他の資産合計 1,917 1,927 

    固定資産合計 10,753 11,162 

  資産合計 60,388 67,507 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年９月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 4,897 ※２  7,275 

    短期借入金 803 1,155 

    1年内返済予定の長期借入金 17 10 

    未払法人税等 1,008 1,385 

    前受金 8,055 9,121 

    賞与引当金 1,070 821 

    その他 1,138 1,719 

    流動負債合計 16,990 21,490 

  固定負債     

    長期借入金 95 98 

    繰延税金負債 2,752 2,674 

    役員退職慰労引当金 41 42 

    退職給付に係る負債 235 251 

    その他 105 106 

    固定負債合計 3,229 3,173 

  負債合計 20,220 24,663 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,925 1,925 

    資本剰余金 2,373 2,373 

    利益剰余金 31,340 31,857 

    自己株式 △1,582 △1,582 

    株主資本合計 34,057 34,574 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 347 375 

    為替換算調整勘定 3,406 5,456 

    その他の包括利益累計額合計 3,754 5,832 

  少数株主持分 2,355 2,436 

  純資産合計 40,168 42,844 

負債純資産合計 60,388 67,507 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年10月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 11,193 12,258 

売上原価 7,340 7,873 

売上総利益 3,853 4,384 

販売費及び一般管理費 1,870 1,937 

営業利益 1,982 2,446 

営業外収益     

  受取利息 50 57 

  受取配当金 6 7 

  為替差益 354 170 

  その他 46 69 

  営業外収益合計 457 304 

営業外費用     

  支払利息 12 8 

  その他 6 6 

  営業外費用合計 19 15 

経常利益 2,420 2,736 

税金等調整前四半期純利益 2,420 2,736 

法人税、住民税及び事業税 430 1,168 

法人税等調整額 352 △62 

法人税等合計 783 1,106 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,637 1,630 

少数株主利益 126 147 

四半期純利益 1,510 1,482 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年10月１日 
 至 平成25年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,637 1,630 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 28 27 

  為替換算調整勘定 1,742 2,189 

  その他の包括利益合計 1,770 2,217 

四半期包括利益 3,408 3,847 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 3,104 3,560 

  少数株主に係る四半期包括利益 303 287 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

  

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

１ 受取手形裏書譲渡高 

  

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。 

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。 

  

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年10月１日  至  平成26年12月31日) 

(1) 連結の範囲の重要な変更 

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立したOBARA TECNOLOGIAS E PRODUTOS DE SOLDAGEM LTDA.を連

結の範囲に含めております。 

  
(2) 変更後の連結子会社数 

24社 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年９月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

  894百万円 1,211百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年９月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

受取手形 ―百万円 50百万円 

支払手形 ―百万円 30百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年10月１日 
至  平成26年12月31日) 

減価償却費 136百万円 150百万円 

のれんの償却額 ―百万円 16百万円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成25年10月１日  至  平成25年12月31日) 

１ 配当金支払額 

  

  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成26年10月１日  至  平成26年12月31日) 

１ 配当金支払額 

  

  

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年12月20日 
定時株主総会 

普通株式 777 40 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年12月19日 
定時株主総会 

普通株式 965 50 平成26年９月30日 平成26年12月22日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成25年10月１日  至  平成25年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ セグメント利益の調整額△199百万円には、セグメント間取引消去△５百万円及び報告セグメントに配

分していない全社費用△193百万円が含まれております。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成26年10月１日  至  平成26年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １ セグメント利益の調整額△86百万円には、セグメント間取引消去△３百万円及び報告セグメントに配分

していない全社費用△82百万円が含まれております。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(金融商品関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

        (単位：百万円) 

  

報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

溶接機器 
関連事業 

平面研磨装置 
関連事業 

計 

売上高           

  外部顧客への売上高 8,930 2,263 11,193 ― 11,193 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 5 5 △5 ― 

計 8,930 2,269 11,199 △5 11,193 

セグメント利益 2,135 46 2,182 △199 1,982 
 

        (単位：百万円) 

  

報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

溶接機器 
関連事業 

平面研磨装置 
関連事業 

計 

売上高           

  外部顧客への売上高 8,918 3,339 12,258 ― 12,258 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 3 3 △3 ― 

計 8,918 3,343 12,261 △3 12,258 

セグメント利益 1,987 545 2,533 △86 2,446 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成26年10月１日 
至  平成26年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 77円76銭 76円81銭 

 (算定上の基礎)     

  四半期純利益金額(百万円) 1,510 1,482 

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

  普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,510 1,482 

  普通株式の期中平均株式数(株) 19,430,267 19,300,080 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年２月13日

OBARA GROUP株式会社 

取 締 役 会   御 中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているOBARA GROUP株

式会社の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年10月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、OBARA GROUP株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    鈴    木    裕    司    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    大    野    祐    平    印 
 

  

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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